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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 第８回まち・ひと・しごと創生担当大臣と地方六団体の意見交換会が開

催され、松浦会長が出席 

11月20日、梶山・まち･ひと･しごと創生担当大臣と地方六団体代表者との意見交換会が

開催され、本会から松浦会長が出席した。 

松浦会長からは、①小中学生の頃は郷土愛が強いが、成長とともに東京志向になる。そ

の要因は働くところがないことである。雇用の場づくりが大事である、②地域おこし協力

隊は、地域では見出し難い人材を全国から募ることができ、防府市においても確実に成果

を挙げている。このような施策を強力に推進されたい、③全国市長会において決定した「子

どもたちのための緊急決議」については、国の施策に反映されたい、④北海道の面積にも

匹敵する所有者不明土地が発生している問題については、国として対策を講じられたい、

との発言を行った。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_action/a_mainaction/2017/11/291121sousei-ikenkoukan.p

hp 
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[行政部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 先週の動き 11月20日～11月24日 ◆◇◆ 

≪11月21日（火）≫ 

「第11回林政問題に関する研究会」を真庭市で開催。座長の太田・真庭市長あいさつの

後、林野庁の福田・木材利用課総括課長補佐から「新たな木材需要の創出について」、太

田・真庭市長から「バイオマスタウン真庭の挑戦」、大西・長門市長から「長門市の林業・

木材産業振興の取り組み」の説明を聴取し、意見交換を行った。 

次いで、「森林・林業に関する提言（案）」について協議を行い、原案のとおり決定し

た。 

なお、会議前に、同市内にあるバイオマス関連施設やＣＬＴ専用工場等の視察を行った。 

[経済部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 今週の動き 11月27日～12月１日 ◆◇◆ 

≪11月28日（火）14：30≫ 

 「全国基地協議会・防衛施設周辺整備全国協議会合同役員会」を開催。総務省並びに防

衛省から平成30年度基地関係予算の要求状況等について説明を聴取した後、「平成30年度

基地交付金・調整交付金予算の確保に関する要望（案）」、「平成30年度基地周辺対策予

算の確保に関する要望（案）」等について協議予定。 

[社会文教部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

≪11月22日（水）≫ 

 「第152回社会保障審議会介護給付費分科会」が開催され、平成30年度介護報酬改定に

向けて、居宅介護支援、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、短期入所

療養介護等について審議。本会から大西・高松市長が出席し、医療・介護連携の強化につ

いて、今回の最も大きなテーマであるとしたうえで、①医療機関との連携促進を図る観点

から、実効性ある形で改定されたい、②懸念されるのは、財政制度分科会において診療報

酬と介護報酬のマイナス改定が提案されたことである。仮にマイナス改定となれば、人材

の確保や処遇改善、サービスの充実の抑制につながり、被保険者の不利益になりかねない、

③医療と介護の役割分担や報酬の方向性を早期に示すとともに、報酬改定の内容について

速やかで的確な情報提供を求めたい。次に、公正中立なケアマネジメントの確保のため、

特定事業所集中減算について、より有効な仕組みを検討し、実効性あるものとされたい。

次に、訪問回数の多いケアプランについて、検証等を市町村に位置付けることは、特に小
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規模な市町村において事務負担の増大となる懸念があり、市町村の実態を十分に把握した

うえで慎重に検討されたい。次に、介護医療院への転換について、①転換が進むとサービ

ス量の増加が見込まれるが、必要以上に保険料や自治体の負担が増加することのないよう

配慮が必要であり、自治体等の意見を十分尊重されたい、②将来、保険者としてどの程度

の事業所が介護医療院に転換・創設されるのか見通せない状況が続くため、今後も十分な

情報提供が必要である等の発言を行った。 

[社会文教部] 

≪11月22日（水）≫ 

 「第87回社会保障審議会障害者部会」が開催され、新サービスの基準、障害福祉サービ

ス等報酬改定検討チームの議論の状況、自立支援医療、補足給付、医療型個別減免の経過

的特例等について審議。本会から永松・杵築市長が出席。 

[社会文教部] 

≪11月24日（金）≫ 

 「第109回社会保障審議会医療保険部会」が開催され、次回の診療報酬改定に向けた検

討、骨太2017、経済・財政再生計画改革工程表の指摘事項、後期高齢者医療の保険料の賦

課限度額について審議。 

本会から横尾・多久市長が出席し、①生活習慣や食習慣の改善指導には時間を要するた

め、医師の患者に対する医療指導についても評価する必要がある、②後発医薬品の効果に

ついて、裏付けをしっかり行い、適切な情報を広報していくことが重要である、③後期高

齢者医療制度の保険料の賦課限度額については、低所得者に対し、経済的な激変も勘案し、

配慮できる制度とすべきである等の発言を行った。 

[社会文教部] 

≪11月29日（水）９：00≫ 

 「第153回社会保障審議会介護給付費分科会」が開催され、平成30年度介護報酬改定に

向けて、口腔・栄養関係、共生型サービス、介護サービスの質の評価、介護人材確保対策、

区分支給限度基準額、基準費用額等について審議。本会から大西・高松市長が出席予定。 

[社会文教部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 
（選挙日）  （ 市 名 ）  （ 市 長 名 ）  （ 期 数 ） 

11 月 26 日  福 島 県 二 本 松 市  三 保 恵 一  3 期 

11 月 26 日  大 阪 府 岸 和 田 市  信 貴 芳 則  2 期 

[総務部] 

=============================================================================== 
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◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 
（退任日） （ 市  名 ）    （ 市 長 名 ） 

11 月 26 日  鹿 児 島 県 霧 島 市  前 田 終 止 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 行事予定 11月27日～12月22日（４週間） ◆◇◆ 

[企画調整室] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 平成29年11月27日現在 ◆◇◆ 

＝ 814 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  20  

中 核 市  48  

施 行 時 特 例 市  36  

一 般 市  687  

特 別 区  23  

[調査広報部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 都市施策検索システム登録件数 平成29年11月27日現在 ◆◇◆ 

■登録件数 1065件 うち公開件数 864件 

▽ 詳細は、以下のとおり ▽ 

【調査テーマ別の施策登録件数】 

  ○ 人口減少対策 1037件  ○ 防災対策 16件  ○ 特色ある独自の教育施策 16件 

【人口規模別の施策登録件数】 

 ○ 5万人未満 243件               ○ 5万人以上10万人未満 234件 

  ○ 10万人以上20万人未満 233件  ○ 20万人以上30万人未満 71件 

  ○ 30万人以上50万人未満 239件  ○ 50万人以上 45件 

  引き続き、積極的な都市施策のご登録をお願いいたします。 

（月日） （時間） （ 会 議 名 ） （ 場 所 ） （ 所 管 ） 

11 月 28 日  1 4 : 3 0 全国基地協議会・防衛施設周辺整備全国協議会合同役員会 日本都市センター会館（601 会議室） 社 会 文 教 部 
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  ◆都市施策検索システムWEBサイト：https://www.mayors-sesaku.jp/ 

[調査広報部] 

=============================================================================== 

【 発 行 】 

全国市長会 調査広報部 

〒102-8635 東京都千代田区平河町 2-4-2 

TEL:03-3262-2316 FAX:03-3263-5483 
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=============================================================================== 
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